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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成23年3月3日(2011.3.3)

【公表番号】特表2007-521388(P2007-521388A)
【公表日】平成19年8月2日(2007.8.2)
【年通号数】公開・登録公報2007-029
【出願番号】特願2006-549387(P2006-549387)
【国際特許分類】
   Ｃ０９Ｊ   4/00     (2006.01)
   Ｂ３２Ｂ  27/30     (2006.01)
   Ｃ０９Ｊ   4/02     (2006.01)
   Ｃ０９Ｊ  11/06     (2006.01)
   Ｃ０９Ｊ  11/04     (2006.01)
   Ｃ０８Ｆ  20/28     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０９Ｊ   4/00    　　　　
   Ｂ３２Ｂ  27/30    　　　Ａ
   Ｃ０９Ｊ   4/02    　　　　
   Ｃ０９Ｊ  11/06    　　　　
   Ｃ０９Ｊ  11/04    　　　　
   Ｃ０８Ｆ  20/28    　　　　

【誤訳訂正書】
【提出日】平成23年1月13日(2011.1.13)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　組成物の全重量を基準として、少なくとも１種の脂環式カルボン酸官能性モノマーを、
１０～９０重量％、及び1種以上の放射線硬化性非脂環式カルボン酸官能性モノマーを、
１０～９０重量％含有する、放射線硬化性積層接着剤組成物。
【請求項２】
　前記少なくとも１種の脂環式カルボン酸官能性モノマーが、２－ヒドロキシエチルアク
リレート及びヘキサヒドロフタル酸無水物の半エステルを含有する、請求項１記載の組成
物。
【請求項３】
　前記少なくとも１種の脂環式カルボン酸官能性モノマーが、２－ヒドロキシエチルアク
リレート及びヘキサン環上に存在する水素原子がアルキル又はハロゲンで置換されたヘキ
サヒドロフタル酸無水物の半エステルを含有する、請求項１記載の組成物。
【請求項４】
　前記ヘキサン環上に存在する水素原子がアルキル又はハロゲンで置換されたヘキサヒド
ロフタル酸無水物が、アルキルヘキサヒドロフタル酸無水物を含有する、請求項３記載の
組成物。
【請求項５】
　前記アルキルヘキサヒドロフタル酸無水物が、メチルヘキサヒドロフタル酸無水物を含
有する、請求項４記載の組成物。



(2) JP 2007-521388 A5 2011.3.3

【請求項６】
　前記非脂環式カルボン酸官能性モノマーが、２－ヒドロキシエチルアクリレート及び無
水コハク酸の半エステルを含有する、請求項１記載の組成物。
【請求項７】
　少なくとも５０％の１種以上の放射線硬化性カルボン酸官能性モノマーを含有する、請
求項１記載の組成物。
【請求項８】
　組成物が、放射線硬化性カルボン酸官能性モノマーからなる、請求項１記載の組成物。
【請求項９】
　前記脂環式カルボン酸官能性モノマーが、全組成物の２０～８０重量％の量で存在する
、請求項１記載の組成物。
【請求項１０】
　前記脂環式カルボン酸官能性モノマーが、全組成物の３０～７０重量％の量で存在する
、請求項１記載の組成物。
【請求項１１】
　更に、０．１～１０重量％の少なくとも１種の光開始剤を含有する、請求項１記載の組
成物。
【請求項１２】
　前記少なくとも１種の光開始剤が、重合体の、又は重合可能な化合物である、請求項１
１記載の組成物。
【請求項１３】
　更に、少なくとも１種の流動添加剤、消泡剤、（メタ）アクリレートオリゴマー、非カ
ルボン酸官能性（メタ）アクリレートモノマー、充填材、顔料、色素、チタン酸塩化合物
又は樹脂製物質を含有する、請求項１記載の組成物。
【請求項１４】
　前記脂環式カルボン酸官能性モノマーが、脂環式カルボン酸官能基（メタ）アクリレー
トモノマーである、請求項１記載の組成物。
【請求項１５】
　少なくとも１の放射線硬化性積層接着層により、共に接着された少なくとも２層を含有
する積層材料であって、
　前記放射線硬化性積層接着層が、組成物の全重量を基準として、少なくとも１種の脂環
式カルボン酸官能性モノマーを、１０～９０重量％、及び1種以上の放射線硬化性非脂環
式カルボン酸官能性モノマーを、１０～９０重量％含有する、放射線硬化性積層接着剤組
成物を照射硬化することによって形成される積層材料。
【請求項１６】
　前記積層材料が、柔軟な包装材を含有する、請求項１５記載の積層材料。
【請求項１７】
　前記積層材料がラベルを含有する、請求項１５記載の積層材料。
【請求項１８】
　前記積層材料が折り畳み式段ボール箱を含有する、請求項１５記載の積層材料。
【請求項１９】
　前記積層材料がカードを含有する、請求項１５記載の積層材料。
【請求項２０】
　脂環式カルボン酸官能性モノマーが、２－ヒドロキシエチルアクリレート及びヘキサヒ
ドロフタル酸無水物の半エステルである、請求項１６、１７、１８及び１９のいずれか１
項記載の積層材料。
【請求項２１】
　脂環式カルボン酸官能性モノマーが、２－ヒドロキシエチルアクリレート及びヘキサン
環上に存在する水素原子がアルキル又はハロゲンで置換されたヘキサヒドロフタル酸無水
物の半エステルである、請求項１６、１７、１８及び１９のいずれか１項記載の積層材料
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。
【請求項２２】
　ヘキサン環上に存在する水素原子がアルキル又はハロゲンで置換されたヘキサヒドロフ
タル酸無水物が、アルキル－ヘキサヒドロフタル酸無水物を含有する、請求項２１記載の
積層材料。
【請求項２３】
　アルキル－ヘキサヒドロフタル酸無水物が、メチルヘキサヒドロフタル酸無水物を含有
する、請求項２２記載の積層材料。
【請求項２４】
　前記非脂環式カルボン酸官能性モノマーが、２－ヒドロキシエチルアクリレート及び無
水コハク酸の半エステルを含有する、請求項１５記載の積層材料。
【請求項２５】
　少なくとも５０％の放射線硬化性カルボン酸官能性モノマーを含有する、請求項１５記
載の積層材料。
【請求項２６】
　組成物が、基本的に放射線硬化性カルボン酸官能性モノマーからなる、請求項１５記載
の積層材料。
【請求項２７】
　脂環式カルボン酸官能性モノマーが、全組成物に対して、２０～３０重量％の量で組成
物中に存在する、請求項１５記載の積層材料。
【請求項２８】
　脂環式カルボン酸官能性モノマーが、全組成物に対して、３０～７０重量％の量で組成
物中に存在する、請求項１５記載の積層材料。
【請求項２９】
　前記接着が、積層の少なくとも１層を通る電子ビーム照射により硬化されている、請求
項１５記載の積層材料。
【請求項３０】
　電子ビームが、接着層において、９０～３００ｋＶの電位、及び１．０～６．０Ｍｒａ
ｄの吸収線量を有する、請求項２９記載の積層材料。
【請求項３１】
　電子ビームが、接着層において、９０～１７０ｋＶの電位、及び２．０～５．０Ｍｒａ
ｄの吸収線量を有する、請求項３０記載の積層材料。
【請求項３２】
　前記積層の少なくとも１層が、ＵＶ光に対して実質的に透明であり、接着が、該実質的
に透明なＵＶ層を通る紫外線によって硬化される、請求項１５記載の積層材料。
【請求項３３】
　前記紫外線源が水銀を含む電気ランプである、請求項３２記載の積層材料。
【請求項３４】
　前記積層材料が二つの接着剤層により接着される三層を含み、少なくとも１種の接着剤
層が前記放射線硬化性積層接着剤を含有する、請求項１５記載の積層材料。
【請求項３５】
　前記積層材料が三つの接着剤層により接着される四層を含み、少なくとも１種の接着剤
層が前記照射硬化性積層接着剤を含有する、請求項１５記載の積層材料。
【請求項３６】
　全組成物を基準にして、１０～９０重量％の少なくとも１種の脂環式カルボン酸官能性
モノマー、及び１０～９０％の１種以上の放射線硬化性の非脂環式カルボン酸官能性モノ
マーを含有する放射線硬化性接着剤組成物を、少なくとも１つの第一の層に塗布し；
前記放射線硬化性接着剤組成物と接触させて少なくとも１つの第二の層をプレスして積層
構造を形成し；及び
　前記積層構造に放射線を照射して放射線硬化性組成物を硬化させ、積層された層を接着
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させることを含む、積層材料の形成方法。
【請求項３７】
　前記方法が、柔軟な包装材を提供するために行われる、請求項３６記載の方法。
【請求項３８】
　前記方法が、積層ラベルを提供するために行われる、請求項３６記載の方法。
【請求項３９】
　前記方法が、折り畳み式段ボール箱を提供するために行われる、請求項３６記載の方法
。
【請求項４０】
　前記方法が、積層カードを提供するために行われる、請求項３６記載の方法。
【請求項４１】
　放射線硬化性組成物を硬化するために、電子ビームが用いられる、請求項３６記載の方
法。
【請求項４２】
　電子ビームが、接着層において、７０～３００ｋＶの電位、及び１．０～６．０Ｍｒａ
ｄの吸収線量を有する、請求項４１記載の方法。
【請求項４３】
　電子ビームが、接着層において、９０～１７０ｋＶの電位、及び２．０～５．０Ｍｒａ
ｄの吸収線量を有する、請求項４１記載の方法。
【請求項４４】
　前記積層の少なくとも１層が、ＵＶ光に対して実質的に透明であり、接着が、該実質的
に透明なＵＶ層を通る紫外線によって硬化される、請求項３６記載の方法。
【請求項４５】
　前記紫外線源が、水銀を含む電気ランプである、請求項４４記載の方法。
【請求項４６】
　前記少なくとも１種の脂環式カルボン酸官能性モノマーが、２－ヒドロキシエチルアク
リレート及びヘキサヒドロフタル酸無水物の半エステルを含有する、請求項３６記載の方
法。
【請求項４７】
　前記少なくとも１種の脂環式カルボン酸官能性モノマーが、２－ヒドロキシエチルアク
リレート及びヘキサン環上に存在する水素原子がアルキル又はハロゲンで置換されたヘキ
サヒドロフタル酸無水物の半エステルを含有する、請求項３６記載の方法。
【請求項４８】
　前記ヘキサン環上に存在する水素原子がアルキル又はハロゲンで置換されたヘキサヒド
ロフタル酸無水物が、アルキル－ヘキサヒドロフタル酸無水物を含有する、請求項４７記
載の方法。
【請求項４９】
　前記アルキル－ヘキサヒドロフタル酸無水物が、メチルヘキサヒドロフタル酸無水物を
含有する、請求項４８記載の方法。
【請求項５０】
　前記非脂環式カルボン酸官能性モノマーが、２－ヒドロキシエチルアクリレート及び無
水コハク酸の半エステルを含有する、請求項３６記載の方法。
【請求項５１】
　前記放射線硬化性組成物が、少なくとも５０％の１種以上の放射線硬化性カルボン酸官
能性モノマーを含有する、請求項３６記載の方法。
【請求項５２】
　前記放射線硬化性組成物が、基本的に放射線硬化性カルボン酸官能性モノマーからなり
、放射線硬化性組成物を硬化するために電子ビーム照射が用いられる、請求項３６記載の
方法。
【請求項５３】
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　前記脂環式カルボン酸官能性モノマーが、全組成物の２０～８０重量％の量で存在する
、請求項３６記載の方法。
【請求項５４】
　前記脂環式カルボン酸官能性モノマーが、全組成物の３０～７０重量％の量で存在する
、請求項３６記載の方法。
【請求項５５】
　前記非脂環式カルボン酸官能性モノマー及び脂環式カルボン酸官能性モノマーの相対量
を調節することにより放射線硬化性組成物のＴｇを調節することを更に含む、請求項３６
記載の方法。
【請求項５６】
　前記Ｔｇが２０～３０℃の範囲に調節される、請求項５５記載の方法。
【請求項５７】
　少なくとも１つの他の層を前記第一及び第二の層に接着させ、多層積層体を形成するこ
とを更に含む、請求項３６記載の方法。
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